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01｜労働力人口（高齢化の推移と将来推計） 
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高齢化の推移と将来推計 

総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計 



01｜労働力人口（高齢世代人口の比率） 
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高齢世代人口の比率 

UN,World Population Prospects The 2012 Revision、総務省「国勢調査」、 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）」 



01-01｜少子化と高齢化 

「行間」の設定例 
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日本の人口 

人口減少社会到来 

そして世界一の高齢化社会へ 
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2060年には高齢化率は39.9％に達し、2.5

人に1人が65歳以上。先進諸国の高齢化率

と比較すると、日本は、1980年代までは下

位、90年代にはほぼ中位であったが、平成

17（2005）年より世界最高水準で高齢化

社会へ突入し、平成28年（2017年）には

団塊世代が70代に突入する。 

13% 

13% 

61% 

13% 

高齢化の現状 

75歳以上人口 

65～74歳人口 

生産年齢人口 

年少人口 

単位：％（構成比） 

資料：総務省「人口推計」（平成26年10月1日現在） 



01-02｜日本再興戦略 

「行間」の設定例 
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スポーツ・文化・ワールド・フォーラム 

世界経済フォーラムと連携 

2016年 
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JETRO 

機能強化 

医療 

の 

インバウンド 

観光立国 

ショーケース化 

グローバル 

ベンチャー創出 

大学プロジェクト 

自治体の 

誘致活動 

シリコンバレー 

と 

日本の架け橋 

プロジェクト 

 

Regional business Confernce 

外国企業誘致に積極的な地方自治体及び地方経済産業

局が連携 

2019年 

 

グローバルベンチャーサミット 

政府首脳・国際レベルのベンチャー関係者を招へい 

2020年 

 

Japan Business Conference 

外国企業CEOを招へい 

投資環境を発信 

2020年 

 

東京オリンピック・パラリンピック 

対内直接投資残高倍増目標 

（35兆円 見込み） 

2020年 



海外人財 

インバウンド 

01-03｜国内成長戦略に必要な労働力 

「行間」の設定例 

日本 
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日本の人口 
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少子化問題 

人口減少 

人口減少 

超高齢化社会 

人手不足 

労働人口減少 

グローバル 

人口オーナス期 

早期離職問題 



02｜ 海外人財需要の現状 
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“世界の優秀な人材” 獲得競争は

すでに始まっている 

日本政府は「留学生30万人計画」のもと、外国人留学生数を2020年までに18万人から

30万人に拡大させようと取り組んでいる。 

このように高い数値目標を設定するのは、高度人財の大きな供給源となる留学生を高等教

育機関に積極的に受け入れていき、日本の国際的な人材強化につながるのみならず、日本

企業のグローバル化に貢献してくれることを期待している。その一方で、優秀な外国人留

学生を巡っては世界的な獲得競争が生じている。 



22 

11 

8 7 7 6 6 

3 

31 

0

10

20

30

40

ア
メ

リ
カ

 

イ
ギ

リ
ス

 

中
国

 

ド
イ

ツ
 

フ
ラ

ン
ス

 

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
 

カ
ナ

ダ
 

日
本

 

そ
の

他
 

2014 各国留学先ランキング 

Total:450万人 
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2011 各国留学先ランキング 

Total:210万人 

02-01｜ 留学生の獲得競争 
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データ収集中：①主要国における外国人留学生数（OECDデータ）  

       http://english.moe.gov.tw/  

       institute of international education 

       Project atlas 2015「A QUICK LOOK AT Global Mobility Trends」 
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 Project Atlas：Global Mobility Trends 2015より 
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02-02｜ 出身国別留学生数 
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データ収集中：①主要国における外国人留学生数（OECDデータ）  

       http://english.moe.gov.tw/  

       institute of international education 

       Project atlas 2015「A QUICK LOOK AT Global Mobility Trends」 

 

 

 

  Project Atlas 「LEADING PLACES OF ORIGIN OF INTERNATIONAL STUDENTS BY HOST COUNTRY, 2014」 

単位/人 



02-03｜ 留学生誘致 
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海外人財力強化の鍵は 

入試・入学・入国の改善 

昨今の産業構造が知識集約型へシフトし、学生はより高いレベルの教育を求める傾向にあ

る。その一方で、各国の高等教育機関側は、学生の質の向上や多様化、少子化対策、グ

ローバル化向上の観点からも外国人留学生の誘致に注力している。優秀な外国人留学生を

惹きつけるために、奨学金の提供競争もエスカレートしており、外国人留学生向け情報の

ワンストップサービスの提供や入国・在留資格制度の変更を含め受け入れ態勢を整えてい

る。名目GDPにおいて世界第3位の日本が、外国人留学生の受入者数では世界ランキング

では8位という現状には地理的な要因や日本語という独特な言語形態もあるが、留学生受

け入れ態勢整備の面では他国に遅れをとり、学生の留学先選択の障壁にもなっている。 



02-04｜世界大学ランキング(地域別) 

11 

データ収集中：①主要国における外国人留学生数（OECDデータ）  

       http://english.moe.gov.tw/  

       institute of international education 

       Project atlas 2015「A QUICK LOOK AT Global Mobility Trends」 

 

 

 

Times Higher Education World University Rankings 2015-2016 

Top universities by region 

シンガポール国立大学   26位 

北京大学         42位 

東京大学         43位 

 

アジア アジア 
シンガポール国立大学   26位 

北京大学         42位 

東京大学         43位 

 



02-05｜ アジアにおける教育ハブ化 

12 

世界大学ランキング 

「東京大学」は26位→43位 

アジアにおける教育ハブ化の主な目的は内外の優秀な学生を集積し、教育・研究活動の活

性化を図り、国際的な学術・人的ネットワークの構築にある。中でもシンガポールは政府

主導で外国大学の誘致・国内大学での外国人教員の積極採用、さらに手厚い奨学金の給付

制度を通じ優秀な外国人留学生の誘致に成功している。世界の大学ランキングにおいても

シンガポール国立大学は26位とアジアの大学の中でもトップにランクされている。アジ

ア圏の大学（香港、台湾、マレーシアなど）では中国語や英語の習得もできるなど日本に

ないメリットもある。留学生の9割がアジア出身である日本では留学生の確保には一層の

努力が必要な状況である。 



03｜海外ビジネスの課題（時系列/企業規模別） 
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 日本貿易振興機構（ジェトロ）  2015年度 日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査   
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中小企業 

48.5％ 大企業 

68.8% 



03｜海外ビジネスの課題 (外国人留学生の進路状況) 
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データ収集中：②留学生の日本企業等への就職状況について（法務省）  

        

外国人留学生進路状況調査結果 

独立行政法人日本学生支援機構 「平成25年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」 



03-01｜世界の人財獲得競争 
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世界の総人口から見れば日本人の割合は２％程度。日本にある多くの世界的企業でさえ、

新卒採用は「日本の学生」のみがターゲット。世界人口からみればごく小さな母数から選

出しているに過ぎない。日本人以外にも、世界を見れば優秀な人材がいくらでもあふれて

いるにもかかわらず、今後、減りゆく日本人学生を皆で奪い合ってるのが現状。しかしな

がら、この2％の世界における存在感は国力そして企業の競争力という点で、世界のトッ

プクラスからも引きずり下ろされている。すでに世界のグローバル企業は、海外へも人財

獲得競争に本格的に乗り出しており、本社採用のために海外の学生を獲得している。 

脱ガラパゴス化採用で 

日本の「頭脳」は… 
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03-02｜企業の経営課題 
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企業のアンケートによると「海外ビジネス

を担う人材の確保」について経営課題とし

てあげている大企業は68.8％、中小企業で

も48.5%となっている。（※13ページ右図参照） 

また、4割弱の中小企業は「人財不足が事業

の維持・成長を阻害している」と感じてお

り、国内の少子高齢化問題、東京オリン

ピックなどを機に今後積極的な海外人財の

活用が企業の健全な事業の維持・拡大の鍵

となっている。 

中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人財育成に関する調査」（2014年12月） 

57% 

40% 

3% 

人財を確保できていない理由 

人財の応募がないため 

人財の応募はあるが、よい人材がいないため 

良い人財の応募はあるが、採用できないため 

単位は％ 
n=1.121社 

人手不足で”人財倒産” 

中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人財確保と育成に関する調査」（2014年12月） 
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付録｜日本経済新聞 
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企業のアンケートによると「海外ビジネス

を担う人材の確保」について経営課題とし

てあげている大企業は68.8％、中小企業で

も48.5%となっている。また、 4割弱の中

小企業は「人財の不足が事業の維持・成長

を阻害している」と感じており、日本経済

のグローバル化と人材確保は企業の経営に

直結する課題となっている。国内の少子高

齢化問題、東京オリンピックなど今後積極

的な海外人財の活用が企業の健全な事業の

維持・拡大の鍵となっている。 

中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人財育成に関する調査」（2014年12月） 

57% 

40% 

3% 

人財を確保できていない理由 

人財の応募がないため 

人財の応募はあるが、よい人材がいないため 

良い人財の応募はあるが、採用できないため 

単位は％ 
n=1.121社 

日本経済新聞 2016年3月8日 



付録｜日本経済新聞 
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中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人財育成に関する調査」（2014年12月） 
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